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（様式２－１）

款 2 項 3 目 6 － 2 － 3

■ □ □

□

□ 有 ■ 無

係幼児教育

1

乳幼児期から学齢期までの子ども・子育て支援

保育・幼児教育の場の確保

指　標 計画策定時 令和３年度 目標値

　保育所等待機児童数 63人（30年4月） 11人（令和４年４月） 0人（令和４年４月）

令和４年度
事業評価書番号

法令等

その他

政策番号

主な施策（事業）番号

24

1

6

中期４か年計画の
目標・方向性を踏まえた
具体的な成果や課題

　私立幼稚園に通う園児の保護者の経済的負担を軽減することにより、幼児教育の場の安定的な確保に取り組み、質の高い幼
児教育の実現に貢献した。今後も多様化する子育てニーズに対応する必要がある。

6,312,117千円

　私学助成幼稚園等に係る施設等利用給付は、主に子ども・子育て支援新制度に移行していない私学助成幼稚園が対象である。今
後、新制度及び認定こども園への移行が進めば、支給対象園は減少していく。

8,770千円 8,770千円

98% 97%

再任用職員 0.0人

―

0.0人

概算人件費

事
業
評
価
の
視
点
に
よ
る
点
検
・
検
証
・
評
価

本市が行う
必要性

事業目的に
対する有効

性

本事業の
効率性・
類似性

市民等外部
意見を聴取

する仕組みと
反映状況

自己評価
及び

事業見直し
の方向性

　私学助成幼稚園及び特別支援学校幼稚部に在園する園児について、世帯の経済状況に関わらず、本市から幼児教育・保育の無償
化による給付である子育てのための施設等利用給付費を支給することで、教育の提供に貢献している。

　質の高い幼児教育の機会を保障し、保護者の経済的負担を軽減することは、少子化対策として有効である。

　私立幼稚園に在園する園児の保護者の経済的負担の軽減と幼稚園教育を受ける機会の拡大を図るために実施する類似制度はな
い。

　本市の広聴制度の中で市民等外部意見が寄せられた場合は必要な対応を行っています。

実施根拠

具体的
名称

事業の目的

子ども・子育て支援法

　国の少子化対策の一つとして、また生涯にわたる人格形成の基礎となる幼児教育について、子どもたちに質の高い幼児教育の機会を
保障するとともに、私立幼稚園等の就園に伴う保護者の経済的負担を軽減し、幼児教育の振興を図る。

法律 条例 規則

中期計画
政策

施策（事業）

令和２年度 令和３年度

備考

想定事業量 計画策定時 令和３年度 目標値

保育・教育施設・事業の利用者数

①認可保育所・小規模保
育事業・横浜保育室等
　72,575人（30年4月1日）
②幼稚園
　43,965人（30年5月1日）

128,000人
（令和４年４月１日）

一般職職員 1.0人

差▲引

0千円

令　和　４　年　度　事　業　評　価　書　
中期計画
関連事業

平成30年度 令和元年度

人
件
費

1.0人

現計予算額

148,709千円 162,081千円

執行率（％）

7,535,840千円

支出済額

6,465,428千円

0千円

7,387,131千円 6,303,347千円

繰越額

①認可保育所・小規模保育
事業・横浜保育室等
　79,819人（令和4年4月1日）
②幼稚園
　33,435人（令和4年5月1日）

令和３年度
事業名

所管区局・課

本資料は、公正・適正に作成しました。 古石　正史 杉浦　さおり 木幡　香

課長 係長

総 事 業 費 7,395,901千円

増▲減 ▲ 1,083,784千円7,395,901千円

予算額・
執行額、
事業費の

推移

こども青少年局
保育・教育運営課　私学助成幼稚園等に係る施設等利用給付

費

事
業
実
績

事
業
概
要

中期４か年
計画の指

標、想定事
業量

具体的な
事業内容

　幼児教育に要した費用（保育料・入園料）について、園児１人あたり月額25,700円を上限とした額を支給する。




































































































































































































